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幼児の運動能力の現状と，
運動発達における幼児期の意義

鳥居 俊＊

文部科学省による全国体力・運動能力調査の結
果から，小中学生の体力・運動能力の低下が話題
になってからすでに久しい．体力・運動能力の低
下をさかのぼっていくと，小学校 1 年生の時点で
すでに 1980 年代に比して低く，幼児期の状況に関
心が持たれるようになった．結果は予想されたよ
うに，幼児のさまざまな体力・運動能力要素に低
下が見られ，運動技能の発達も遅延していること
が示された．では，さらに遡って，という調査研
究はないが，幼児期以前に問題が発生しているこ
とが示された．

こうした，幼児の運動能力の低下の原因はこれ
まで小中学生において指摘されていた先進国共通
の原因であることには異論がないが，小中学生以
上に家庭での運動の機会に関わる要因が重要に
なってくる．

小児科学の教科書では，幼児期は乳児期のあと
学童期までの間，即ち 1～6 歳を指している．私た
ちヒトは動物の中で長寿であるとともに，成熟ま
でに長い年月がかかるという特徴を持つ．そのた
め小児期，幼児期も長い．また，人類進化の過程
でも幼児期は長くなってきている．私たちの運動
機能は，生まれて間もなく起立し走り出す馬など
の動物と異なり，出生から幼児期を経て緩やかな
時間の流れの中で発達していくことが知られてい
る．そのため，時期（年代）によって重視すべき
運動指導の要素が異なり，発育発達に合わせた運
動指導が必要とされている．

幼児期への関心の高まりとともに，幼児期から
の運動指導が幼児教育の中にも取り入れられた
り，運動指導に特化した幼児園も設立されたりし

ている．
このような時代において，私たちスポーツ医学

関係者にも，幼児期が運動発達においてどのよう
な意義を持つかを再確認し，望ましい運動との関
わり方に対して適切な助言をできる立場が求めら
れる．

本稿では，幼児の運動能力に関する現状を実際
の報告データをもとに紹介し，運動発達における
幼児期の意義を整理し，今後どのような方法で幼
児期の運動能力を回復させていくことができる
か，私見を含めて述べていきたい．

●1．幼児の運動を促す指針

平成 22 年 10 月に日本体育協会はアクティブ
チャイルドプログラム１）を作成し，小中学生の 1
日の運動の最低基準を 60 分とした．平成 24 年 3
月には文部科学省より幼児期運動指針２）が出され，
同様に最低 60 分の身体活動を確保することが望
ましいとした．

これらの指針の中では，子どもたちの身体活動
の現状とその問題点から身体活動の重要性を訴
え，より具体的な活動内容についても紹介してい
る．

このようなプログラムや指針が必要になった背
景には，現在の幼児の体力や運動能力の低下が存
在している．

●2．少子化と幼児人口，幼児の負傷の現
状

日本では少子化が進行し，15 歳未満のこども人
口は平成 26 年 4 月に 12.8％ まで低下している３）．
幼稚園児数４）は 1970 年代後半をピークに減少して
いるが，ここ数年は総数160万人前後である（図1）．＊ 早稲田大学スポーツ科学学術院



幼児の運動能力の現状と，運動発達における幼児期の意義

日本臨床スポーツ医学会誌：Vol. 23 No. 3, 2015. 351

図 1　幼稚園児数の時代変化
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図 2　幼稚園児の負傷発生数と発生率

A．負傷発生数（人） B．負傷発生率（%）
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幼児の負傷の総数５）は図 2Aのように 1990 年台半
ばをピークに減少してきたが，最近微増であり，
発生率を算出するとやはり微増である（図 2B）．骨
折に関しても同様に発生数は最近微増であり，女
児で発生率が増加している．

幼稚園児，保育園児が負傷する部位は頭部や顔
面が多いことが知られている５）が，その発生数は保
育園児の顔面を除き最近は減少している（図 3A）．
発生率を算出しても保育園児の顔面の負傷のみ横
ばいで，その他は減少している（図 3B）．

●3．幼児の体力・運動能力

文部科学省の行っている体力・運動能力テスト
の結果６）を観察すると，7 歳児の成績は大部分の種
目で低下，あるいは回復していないことがわかる．

そうなると，小学校入学以前の体力・運動能力も
同様であることが推測される．しかし，幼児の体
力・運動能力に関する全国規模の測定は少ない．
幼児運動能力研究会７）では，8 項目の能力を測定す
ることで 4 歳前半から 6 歳後半までの幼児の運動
能力の基準を発表している．その時代変化をみた
報告では，6 歳前半男児の体支持持続時間やソフ
トボール投げが 1973 年をピークに低下し，200
年頃以降わずかに持ち直している．しかし，森ら
の文部科学省基盤研究の報告８）では，男女とも
1986 年から 1997 年頃にかけての低下状態のまま
2008 年まで安定していると記されている． また，
中村和彦９）は幼児の走跳投の 3 つの動作とも質的
に評価して低下していることを報告している．

厚生労働省では 10 年毎に乳幼児期の発育発達
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図 3　幼稚園児，保育園児の頭部，顔面の負傷数，負傷発生率

A．負傷数 B．負傷発生率
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図 4　乳幼児運動機能通過率（文献 5 より転載）
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について調査し，乳幼児身体発育調査報告書１０）を
作成している．これによれば，最新の平成 22 年の
測定結果は男女とも乳幼児期の身長体重がわずか
に小さくなっている．運動機能については，首の
すわり，ねがえり，ひとりすわり，はいはい，つ
かまり立ち，ひとり歩きの 6 項目が達成された割
合を算出し，運動機能通過率がグラフ化されてい
る．これらの項目いずれも平成 2 年，12 年，22

年と徐々に運動機能発達が遅くなっており（図
4），さらに言語機能通過率も遅くなっている．な
ぜこのような遅延が生じているのか，またこのこ
とが長期的にどのような影響を及ぼすか，などに
ついては論じられていない．
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図 5　小学生の学力順位と体力順位との関連
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●4．子どもたちを健康に，たくましくす
るには

文部科学省の報告２）では，幼児の運動能力調査の
体力総合評価の ABC 判定は外遊びの時間が長い
ほど高率であり，3 時間以上の幼児では 81.1％，1
時間未満の幼児では 67.4％ となっている． また，
杉原らは多数の運動パターンを経験している子ど
もほど運動能力が高いことを示した８）．従って，屋
外で長い時間遊び，しかもバラエティに富んだ運
動パターンを体験させることが運動能力の向上に
つながると期待される．

幼児の好きな遊びについて，バンダイが 2000
年に行った調査１１）では，男児はヒーローごっこが
第 1 位で，以下ブロック遊び，ミニカーとなって
おり，女児ではままごとが第 1 位で，以下ごっこ
遊び，お絵かきとなっている．男女ともあまり活
動的でない遊びが上位に見られる．

文部科学省の調査では身体を活発に動かす子ど
もは食事を意欲的に食べ，食事の後片づけも遊び
の後片付けも良く行い，衣服の着脱，手洗いなど
の行動も良好である．さらに，性格上も我慢強く，
やる気や，集中力も高いとされている．

●5．現代社会の格差と体力・運動能力

現代はさまざまな視点で格差社会と言われてお

り，子どもの体力も例外ではない．文部科学省の
体力・運動能力調査の標準偏差は以前に比べて増
大している１２）．

このような格差が生じる原因として，いろいろ
な要因があげられている．ベネッセは保護者の年
収が高いほど子どもは定期的に運動をしている割
合が高いことを報告している１３）．従って，保護者の
経済格差が子どもの運動参加の機会の格差を生む
ことになる．

以前より，学力と保護者の経済状態との関係は
指摘されていた．特に，貧困家庭の子どもの学力
が低い１４，１５）こと，最近になって，学力１６）と体力との
関係も上位を占める都道府県が類似していること
から，学力と体力との間にも関連があるという考
え方がとられている（図 5）．東京都１７，１８）において
も，23 区それぞれの平均年収と小学校 1 年生の体
力総合点が相関することが示された（図 6）．

また，所得の低い家庭では学校の放課後に子ど
もが誰とも接触することなく放置されている時間
が長く，特に父親と子どもの接触時間が少ないと
いう報告も多く，これが体力の低下にもつながる
と考えられている１５）．社会格差が健康の格差を生
む１９）という関連性はすでに知られているが，「子ど
もの頃の身体活動が大人になってからの健康状態
に関連する」ことは幼児期運動指針２）にも述べられ
ている．子どもの頃の身体活動経験の格差がまさ
に健康格差を引き起こすと考える必要があるだろ
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図6　東京23区の平均年収と小学校1年生の体力テスト結果
との関係
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う．このような格差をなくすために，家庭や地域
でのしかけが望まれ，日本体育協会のアクティブ
チャイルドプログラム１）においても強調されてい
る．

スポーツ基本法には，「スポーツを通じて幸福で
豊かな生活を営むことは，全ての人々の権利であ
り，全ての国民がその自発性の下に，各々の関心，
適性等に応じて，安全かつ公正な環境の下で日常
的にスポーツに親しみ，スポーツを楽しみ，又は
スポーツを支える活動に参画することのできる機
会が確保されなければならない」とうたわれてい
る２０）．全ての人々，全ての国民には，当然ながら全
ての子どもや幼児が含まれている．幼児の体力や
運動能力の向上をはかるためには，幼児の運動へ
の参加の機会を確保し，その機会が全ての幼児に
平等に確保される環境を整えていくことが求めら
れる．
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